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研 究
機関名 研　究　課　題 概　　　　　　要 研究期間 備　考

環境ホルモン総合実態調査　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　

地球温暖化防止計画策定調査　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　
　

ベンゼン発生源調査　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　
　

化学物質大気環境調査　　　　　　　
　　　　　　　　　　

自動車排出ガスの呼吸機能に及ぼす影
響についての基礎的研究

君津臨海地域降下ばいじん監視調査　
　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　

山砂輸送等に係る環境調査　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　

降下ばいじん及び浮遊粉じん調査　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　

下総飛行場周辺航空機騒音実態調査　
　　　　　　　　　

新東京国際空港周辺航空機騒音実態調
査　　

東京国際空港周辺航空機騒音実態調査
　　　　

ダイオキシン類に係る大気環境調査　
　　　　　　　　　　　　　　　　　

自然環境保全基礎調査　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　

自然環境保全学術調査　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　

自然環境保全地域等変遷調査　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　

鳥獣保護区内野生鳥獣生息環境調査　
　　　　　　　

房総半島におけるニホンジカの保護管
理に関する調査　　　　　　　

野生猿管理対策調査研究　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　

東京湾流域別下水道整備総合計画調査
　

利根川湾流域別下水道整備総合計画調
査　　　　　　　　　　

ＩＳＯ１４００１認証取得事業　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　
　

千葉県における地球温暖化ガス排出量
の推定　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　
　

「海ほたる」における大気汚染物質濃度
の測定　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　

内分泌かく乱化学物質（いわゆる環境ホルモン）として、環境庁がリス
トアップした物質のうち58物質の、県内延べ38地点における大気・水
質・土壌・水生生物に係る実態調査

地球温暖化防止に向けて、本県の温室効果ガスの現状把握・将来予測を
行うとともに、具体的な温暖化防止対策を盛り込んだ新たな計画を策定
するための調査

ベンゼンの排出実態を把握し、発生源対策に資するため、ベンゼンを含
む物質を取り扱う可能性のある工場・事業所を対象に取扱量、取扱方法
等をアンケ－トにより把握し、排出量を推計する。

県内６地点において大気中有機塩化化合物等の実態を把握するため、年
12回の調査を行った。

自動車排出ガスが人体に与える長期的影響について基礎的研究を行い、
自動車の肺機能に及ぼす影響についての知見を得る。

君津地域の苦情発生地域を中心として、14地点で同地域の降下ばいじん
の実態を把握するとともに、発生源対策の基礎資料を得ることを目的と
して調査を実施した。

君津地区の山砂輸送道路沿道を中心に降下ばいじん（９地点）、浮遊粉
じん（４地点）の常時監視を実施した。また、移動測定車等による大気
汚染物質実態調査を実施した。

　大気環境中における降下ばいじん及び浮遊粉じんの大気汚染の現状を
把握することを目的とし、降下ばいじん26地点、浮遊粉じん７地点の
観測を実施した。

下総飛行場周辺における航空機騒音の分布状況、環境基準の達成状況の
確認のため、連続14日間の騒音測定を実施した。

新東京国際空港周辺における航空機騒音分布状況、環境基準の達成状況
の確認のため、連続７日間の騒音測定を夏季、冬季の２回実施した。

東京国際空港周辺における航空機騒音分布状況、環境基準の達成状況の
確認のため、連続７日間の騒音測定を夏季、冬季の２回実施した。

大気環境中におけるダイオキシン類の実態を把握するために、県内６地
点について四季各２日計４日間の調査を実施した。

一般に「緑の国勢調査」と呼ばれ、国の委託を受けて地形・地質・植生
及び野生動物等に関する調査を行うもので、自然環境保全のための施策
の策定に必要な基礎調査である。

県内の優れた自然や歴史的遺産と一体となった自然など、良好な自然環
境を有する地域について、自然環境保全地域等として指定する場合に必
要な「地質」・「地形」・「植生」・「野生生物の生息状況」等の基礎的な調
査を実施している。

自然環境保全地域等に指定され概ね10年程度を経過している地域につ
いて、指定後の自然の変遷を明らかにし、今後の保全に必要な学術調査
を実施している。

翌々年度に設定又は期間更新予定の鳥獣保護区の区域内の鳥獣の生息状
況を調査し、設定・更新手続の基礎資料とする。

房総半島に生息するニホンジカの保護管理に資するため、捕獲個体の分
析及び生息数並びに生息密度等の調査を実施した。

房総半島に生息する野生猿の管理に資するため、生息・生態調査、電波
発信器の利用による遊動域の調査、電気柵の改良の研究及び「猿対策指
導員」の指導等を実施した。

流域別下水道整備総合計画は河川、湖沼、海域等の公共用水域の水質環
境基準を達成するための下水道整備に関する総合的な基本計画であり、
下水道法第２条の２の規定により県が策定調査を実施する。

　　　　　　　　　　　　　　

千葉県における環境保全研究を担う研究所として、自らの業務を見直
し、環境負荷の低減を図るため、環境マネジメントシステムの国際規格
であるＩＳＯ１４００１についてを受けることとし、その構築・運用に
取り組み、平成12年１月27日に認証取得した。

温室効果ガス排出抑制のための施策を推進するため、京都議定書で削減
が求められている６種の温室効果ガス（二酸化炭素・メタン・亜酸化窒
素・ＰＦＣ・ＨＦＣ・六フッ化硫黄）の、県内における排出量を推定し
た。

東京湾は沿岸都県から排出される汚染物質の移流，拡散に大きな影響を
持ち、湾上での汚染物質の測定は、千葉県における大気汚染の解析に重
要である。そのため、「海ほたる」において、大気汚染物質濃度の測定
を行った。
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（１）環境に関する調査研究

10.環境行政一般
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研　究
機関名 研　究　課　題 概　　　　　　要 研究期間 備　考

フィールド用ライダ－の大気環境解析
への応用　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　
　

環境に優しい投光照明について　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　

環境学習「ちょっとの距離」についての
一事例　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　

環境研究所での海外研修員等の研修体
制について　　　　　　　　　　　　

平成11年度化学物質環境汚染実態調査

　1.指定化学物質等検討調査 　
　　（環境残留性調査） 　　　　　　　
　

　2.化学物質環境調査

環境大気中の化学物質調査　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　
　

工場地帯周辺地域の大気中揮発性有機
化合物調査

固体吸着捕集法による大気中の揮発性
有機化合物連続測定法の検討　　　　
　　

東京湾広域異臭調査　　　　　　　　

　　　

浮遊粒子状物質に関する調査研究

　1.関東浮遊粒子状物質合同調査

　2.化学物質大気環境調査
　　（粒子状物質他）

　3.海ほたるにおける環境大気中の
　　粒子状物質調査

酸性雨に関する調査研究

　1.酸性雨調査

　2.酸性雨調査（広域調査）

非汚染地域の大気環境調査

君津臨海地域降下ばいじん監視調査

環境放射能水準調査

「大気汚染防止法」等に基づく工場・事
業所の立入検査

　１．ばい煙発生施設に係る立入検査

　２．指定物質（４物質）の指定施設に
　　係る立入調査

大気環境の解析には、上層の気象要素の把握が重要である。ライダ－は
地上30m～10km程度まで観測が可能であることから、フィールド用ライ
ダーを技術的に確立し、その連続観測データの有効性を明かにするた
め、千葉大学と共同で調査を行った。

星空の見える環境と省エネルギーの観点から、星空の見える照明環境の
保全対策に資するため、屋外広告物用投光器に着目してその実態を調査
した。

地球及び地域環境保全のため、短距離の自動車利用を抑制するよう呼び
かける環境学習的手法として、「これ以上は歩きたくない距離、自動車
等を利用したくなる距離ーちょっとの距離」に関する意識調査を行っ
た。

当所が行う国際環境研修の研修システムとその方法について、地方自治
体としての役割から望ましいシステムのための基礎資料を作成した。

「化審法」の指定化学物質等について環境残留状況を把握するために市
原市松崎の大気汚染測定局において四塩化炭素、1,2-ジクロロエタン等
４物大気中濃度を測定した。

大気中の化学物質についてその実態を把握するために市原市松崎におい
て、１，２，３－トリクロロベンゼン・１，２，３，４－テトラクロロ
ベンゼン・ベンゾ［ｅ］ピレン・ジベンゾ［ａ，ｈ］アントラセン等計
２７物質の測定を行った。

成層圏オゾン層の破壊物質であるフロンガス類、｢優先取組物質｣である
芳香族炭化水素類及び有機塩素系化合物等の計２７物質の大気中の濃度
レベルを把握するために、県下６地点で毎月１回の測定を行った。

市原臨海工業地帯周辺地域における、大気中揮発性有機化合物の平均的
な濃度レベルを把握するため、春期に調査を実施した。

大気中の各種揮発性有機化合物の短時間の濃度レベルを把るために、固
体吸着－加熱脱着－ガスクロマトグラフ質量分析法による連続測定法の
検討を行った。

夏季を中心に年に何回か発生し東京湾沿岸地域の広域に被害をもたらす
悪臭の発生源を解明するため、大気保全課と東京湾岸の10市と協力し
て監視体制をとり、発生時にガスクロマトグラフ質量分析計を用いて原
因物質の特定を行った。

浮遊粒子状物質とその化学組成の広域的な濃度分布及び地域特性を把握
する目的で実施されている１都７県３市（関東地域及び山梨県）共同調
査に参加し、県内２地点（市原市、一宮町）において試料採取し、各成
分の測定分析を実施した。

有害大気汚染物質の中で、緊急性のある優先取組物質として指定された
２２物質の内、大気中に粒子状物質として存在する重金属類等６種及び
ガス状の水銀について県内６地点で調査を実施した。

東京湾上の海ほたるパーキングエリア内で夏期、冬期分け、ローボリウ
ムサンプラーを用い、浮遊粒子状物質濃度並びにその成分調査を実施し
た。

県内１４市町（１４地点）において酸性雨モニタリング調査を実施し、
PH等１０項目の測定を行った。

関東地方を中心として、広範囲な地域における降水の実態を把握するた
め、梅雨期に各自治体が共同して雨水の採取と分析及び気象観測を実施
した（短期精密調査）。併せて、年間沈着量及びその経年変化を把握す
る長期実態調査及び器物の影響を把握する長期影響調査を実施した。

本県における大気汚染の長期的評価を行うため、非汚染地区（天津小湊
町清澄、市原市国本）及び対象地区（市原市岩崎西）の３地点で浮遊粒
子状物質及び大気降下物調査を実施した。

君津臨海地域の降下ばいじんの実態を把握するため、１２地点で降下ば
いじん量を、内、４地点でその成分を調査した。

環境放射能の実態を把握・監視するため、科学技術庁が実施する全国的
な調査に参加し、本県における食品、土壌、水道水、雨水等日常生活に
関係のある各種環境試料中の放射能等を測定した。

「大気汚染防止法」・「公害防止協定」等に基づくばい煙発生施設の立入
検査を行い、排ガス中のばいじん、窒素酸化物、硫黄酸化物、塩化水素
等の排出濃度、排出量の検査を実施した。

「大気汚染防止法」・「公害防止協定」等に基づく指定物質指定施設のベ
ンゼン及びダイオキシン類の排出抑制基準の遵守状況を確認するために
立入調査を実施した。
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研　究
機関名 研　究　課　題 概　　　　　　要 研究期間 備　考
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　３．小規模廃棄物焼却炉に係る立入
　　調査

　４．テレメ－タ接続工場・事業所の硫
　　黄分精度確認調査

凝縮性ダストに関する調査研究

有害大気汚染物質発生源対策調査

自動車排気ガスに関する調査研究　（大
気環境）

　１．自動車排出有害物質調査

　２．道路沿道周辺環境実態調査

光触媒を利用した大気浄化技術に関す
る調査研究（大気環境）

航空機騒音に関する調査

　１航空機騒音実態調査

　２航空機騒音の予測に係る基礎調査
　　－騒音曲線図の作成―

自動車交通騒音に関する調査

　１自動車交通騒音の防止対策基礎調
　　査

　２自動車交通騒音の測定手法の検討
　　―高層階の騒音測定―

音環境学習に関する手法と教材の調査
研究

環境振動実態調査

事業所排水処理に関する調査研究

　１．事業場排水の処理技術に関する
　　調査研究

　２．問題事業場の排水調査とその
　　処理対策

生活排水等の処理技術に関する調査研
究

　１．生活排水の高度処理技術に
　　関する調査研究

　２．水質浄化施設の技術的指導

水道水源の水質制御に関する調査研究

　１．ダム湖等の汚濁特性とその水質
　　保全に関する調査研究

平成１０年に制定された「小規模廃棄物焼却炉等に係るダイオキシン類
及びばいじん排出抑制指導要綱」に基づく小規模ばい煙発生施設のダイ
オキシン類及びばいじんの排出抑制基準の遵守状況を確認するために立
入調査を実施を実施した。　　　　　　　　　　　　　　　　　

「公害防止協定」に基づくテレメ－タ接続工場・事業所で使用する燃料
油中の硫黄分を測定することにより、設置されている硫黄分分析計から
県に伝送されるデ－タの精度を確認し、また事業所からの設定硫黄分値
の確認も実施した。

ばい煙発生施設からの排出ガスには、煙道外に排出された直後に冷却さ
れると粒子化する凝縮性ダストが存在する。浮遊粒子状物質（ＳＰＭ）
への寄与等を解明するため、排出量・成分分析等を行い排出実態把握の
調査を実施した。

有害大気汚染物質対策の推進を図るために、各種有害大気汚染物質の発
生源と推測される工場について、排出実態、排出抑制対策、排出抑制効
果等の実態を把握するために本年度は１，３ブタジエンについて調査を
実施した。

新たに環境基準値が設定されたベンゼンに加え、1-3ブタジエン、10種
類の揮発性有機化合物を対象として自動車排出ガス測定局において調査
を実施し、自動車排気ガスによる寄与を検討した。その結果、さらに調
査を継続しベンゼンの排出源を把握する必要がある。

自動車から排出される大気汚染物質の道路沿道周辺における濃度実態を
把握するため、袖ヶ浦福王台自排局を対象に、一酸化炭素を自動車排気
ガスの指標物質として浮遊粒子状物質を連続測定した。その結果、道路
直交風が少なかったことから今後も調査を継続する必要がある。

光触媒を用いた大気浄化技術について常温乾燥型、光触媒遮音壁、光触
媒舗装道路等の試験施工による窒素酸化物除去効果を調査した。その結
果、光触媒舗装道路は継続してデ－タを取る必要があるが、常温乾燥
型、光触媒遮音壁については最大でも自動車から排出される窒素酸化物
量の0.2％程度の除去率であり、今後さらに除去率の高い、しかも現場
で施工できる常温乾燥型光触媒塗料の開発が必要である。

新東京国際空港周辺、東京国際空港周辺および下総飛行場周辺の航空機
騒音実態調査を実施した。

新東京国際空港を離陸する航空機騒音の騒音曲線図を作成するための基
礎資料を得た。

排水性舗装と光触媒塗布排水性舗装の騒音低減効果を「光触媒舗装によ
る大気浄化工法」の試験舗装箇所において調査した。

自動車交通騒音の測定手法として必要な高層階の測定方法を千葉市内の
集合住宅を用いて検討した。

音環境を表わす図譜の手法を調査研究した。また、当所で作成した音の
環境教育教材を英語・インドネシア語に翻訳し、それぞれをアクティビ
ティ集として作成した。

道路交通振動による環境振動調査を行い、大型車の寄与について検討
し、振動評価および対策に資する基礎資料を得た。

手賀沼流域に立地する集合住宅、外食産業等における中規模合併処理浄
化槽（10基）の性能調査を行った。

高いBOD濃度排水の金属製品製造業と有機化学工業の２施設、その３施
設について実態調査を行い、その対策を検討した。

窒素除去が可能な高度処理型小規模合併処理浄化槽の処理機能について
実態調査を行った。（佐倉市）

市町村が設置する水質浄化施設の技術的指導を行う。
（柏市若柴浄化施設のBOD、りん同時除去）

御宿ダムにおける無酸素層の消長に関して月２回の調査を行い、取りま
とめた。

11年度

50年度
～継続中

７年度
～継続中

11年度

11年度

11年度

 11年度　

53年度
～継続中

 11年度

９年度
～継続中

 11年度

８年度
～継続中

10年度
～継続中

５年度
～継続中

～継続中

６年度
～継続中

10年度
～継続中

 ４年度
～継続中

大気保全課
と共同調査
　　　

大気保全課
と共同調査
　　　

大気保全課
と共同調査
　　　

大気保全課
と共同調査
　　　
　　　

　
　

　　　　

　
　

大気保全
課、土木部
と共同　　
　　
　

大気保全課
と共同　　

　　　

大気保全課
と共同　

大気保全
課・千葉市・
市川市・松
戸市・市原
市と共同

　　　

　

　　　

水質保全課
茂原保健所
と共同作業

　
　

　
　

　

　
　　
　　　　　
　　　　

水
　
質
　
保
　
全
　
研
　
究
　
所
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東京湾を中心とした海域の水質環境に
関する調査研究

　１．赤潮発生状況調査

　２．リモートセンシングによる赤潮
　　に関する研究

　３．東京湾内湾の栄養塩類調査

　４．貧酸素水塊調査

　５．青潮発生時の現場調査

　６．行徳内陸性湿地帯再整備事業に
　　係る調査研究

　７．東京湾水質データベースの作成

　８．東京湾の水環境の啓発に関する
　　事業

河川の水環境の管理に関する調査研究

　１．河川水質の管理手法に関する
　　調査

　２．水質情報の解析に関する研究

　３．新たな水質指標に関する調査
　　研究

内分泌撹乱化学物（環境ホルモン）に関
する調査研究（水質汚濁）

　１．ダイオキシンに関する調査

　２．内分泌撹乱化学物のモニタリン
　　グ調査

化学物質の環境保全対策に関する調査
研究（水質汚濁）

　１．指定化学物質等の検討調査

　２．化学物質環境汚染実態追跡調査

　３．化学物質の管理に関する調査
　　研究

水質評価法の開発に関する調査研究
　（水質汚濁）

　１．化学物質を指標とした水質評価
　　法の検討

　２．微生物を指標とした水質評価法
　　の検討

流域総合管理手法に関する調査研究

　１．湖沼の水環境保全のための環境
　　容量に関する調査研究

　２．コンピュータによる流域情報
　　システムの整備

　３．湖沼水質保全計画の水質予測
　　モデルに関する調査研究

東京湾の赤潮発生頻度を把握するため、赤潮発生状況調査をした。

東京湾岸の６機関が合同して、人工衛星ランドサットの運行日に合わせ
て、東京湾の水質同日調査を実施した。

東京湾内湾の栄養塩類及びクロロフィルａ濃度の鉛直分布を経時的に測
定し、赤潮発生との関連を解析する。

東京湾の水質に及ぼす貧酸素水塊（青潮）の影響を把握するため、貧酸
素水塊の季節変化、年変化を明らかにするための調査を実施した。

青潮発生時に溶存酸素量、水温等を測定した。

行徳内陸性湿地帯の海域部について水質モニタリング及びＤＯの詳細な
三次元分布調査を行った。

東京都、横浜市、統計数理研究所と共同で公共用水域水質測定結果を
データベース化している。

東京湾視察事業への参加協力及び住民を対象とした環境学習等啓発事業
を行った。

県内河川の環境基準達成率の向上を図るため、九十九里地区の中小河川
である新川について、詳細な水質調査を行った。

水質測定計画の測定データと地理情報、地球観測衛星による情報などを
組み合わせたデータベースの整理を行った。また、本県が平成６年度よ
り実施している要監視項目調査等の結果に基づき、ほう素等新規環境基
準項目の検出状況をとりまとめた。

使用量が増えている非イオン海面活性剤について水質指標としての運用
性を検討するため、ＪＩＳ法を改良した方法を用い、河川及び湖沼水に
ついて測定した。

公共用水域の水質におけるダイオキシン汚染の状況を明らかにするた
め、廃棄物技術情報センター内の共同利用施設を使用し、４河川、４地
点の水質及び底質の分析調査を行った。

女性ホルモンの一種であるβ－エストラジオール等及び県内で比較的使
用量の多い殺虫剤系の農薬であるメソミル、カルバリルについて分析方
法の検討を行った。

県姉ヶ崎沖合の海水と底泥についてトリブチル及びトリフェニルスズ化
合物について実態調査を行った。

環境庁の調査で、全国で最も高濃度を示した４-ｔ-ブチルフェノール
に関する調査として汚染源特定のための細密調査を行った。

県内における化学物質に関する各種情報を一元的に管理するため国の環
境情報ネットワークに参加し、データベースの作成等を行っている。

県内の公共用水域測定データについて、５～９年度について取りまとめ
を行い県内の化学物質の検出傾向を明らかにした。

化学物質の存在が微生物に与える影響について調査するためミジンコを
用い、農薬５種類及び有機塩素系の化学物質５種類の計10種類を対象
に毒性試験に関する検討を行った。

印旛沼・手賀沼の抜本的水質改善を図り、長期的・恒常的に湖沼の水質
を管理していくために、土地利用等を勘案した、生物多様性の保全・回
復を図ることができる、流域を総合的に管理する手法について検討して
いる。

流域総合管理を支援するために、流域情報を管理、表示・解析できるコ
ンピュータシステムの整備を進めている。

印旛沼・手賀沼の浄化計画策定を支援するため、第３期湖沼水質保全計
画の策定に使用した水質予測モデルを用いて浄化対策の効果を評価する
とともに、今後の改良点について検討を行っている。

４年度
～継続中

４年度
～継続中

11年度
～継続中

４年度
～継続中

４年度
～継続中

９年度
～継続中

８年度
～継続中

４年度
～継続中

６年度
～継続中

６年度
～継続中

６年度
～継続中

11年度
～継続中

９年度
～継続中

元年度
～継続中

６年度
～継続中

４年度
～継続中

５年度
～継続中

４年度
～継続中

11年度
～継続中

６年度
～継続中

６年度
～継続中

　　
　

東京大学、
東京都と
共同

　　　　　
　　　

水質保全課
と共同

　

水質保全課
と共同

　　　　　
　　

　　　　　
　　　

　
　

　　　　　
　　　　　
　　　　

　　　　　
　　　　　

環境庁委託
事業　　　

　
　　　　　

　
　　　　　

　
　　　　　

　　　　　
　　　　　
　　　　　

水質保全課
と共同

水質保全課
と共同　　
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　４．下手賀沼流域の総合管理に
　　関する検討

水質汚濁機構の解明に関する調査研究

　１．北千葉導水事業が手賀沼、利根川
　　へ与える影響

　２．湖沼水質と排出負荷量、植物プラ
　　ンクトン発生との関連の解析

　３．水質浄化のための水生植物の
　　回復手法に関する検討

水質浄化技術に関する調査研究

　１．河川水のりん除去施設の浄化
　　効果に関する調査研究

　２．自然湿地の水質浄化機能に関す
　　る調査研究

地質環境に関する調査研究　　　　

１．地盤沈下・地下水位観測井による
地下水盆管理の研究　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　

２．千葉県における近年の地盤沈下・
地下水位の変動状況の検討　　　
　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　

３．関東ローム台地における降雨量
と浸透量の測定　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　

４．水準測量データベースの作成　
　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　

５．天然ガス生産と地盤沈下に関す
る情報処理　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　

６．水理地質図の作成　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　

　７．山砂利採取に伴う地下水枯渇に
　　　関する調査研究
　　　　　　　　

８．湖沼周辺域の湧水と水循環　　
　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　

９．微小地震観測・強震動観測と地震
地盤振動特性調査　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　

10．人工地震による房総半島の基盤構
造調査　　　　　　　　　　　

11．脈動観測による基盤構造調査　　
　　　　　　　　　　　　　　

12．常時微動観測による地盤のサイ
スミックマイクロゾーネーション
　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　

　13．平野の地下構造探査

流域総合管理の事例として、下手賀沼流域を対象とし、流域の現状と今
後の課題を明らかにするための検討を行っている。

北千葉導水事業による導水が手賀沼へ注水された際に、流れによる水の
混合状態や滞留時間の変化が、沼の底質、水質、藻類へ与える影響及び
利根川への負荷量の増大と水質に与える影響を調査している。

排出負荷量、河川水質、植物プランクトン発生、湖沼水質の間の関連を
解析することにより、印旛沼・手賀沼の水質汚濁の構造の解明、より有
効な浄化対策について検討を行った。

これまでに行ってきたオニビシ等印旛沼の水生植物に関する調査研究の
結果に基づいて、水草帯の回復による水質浄化効果について検討した。

手賀沼の水質浄化対策の一つとして県土木部により建設が開始されてい
る、河川水のりん除去施設の施設完成後の維持管理、水質浄化効果の把
握に役立てるための検討を行っている。

手賀沼ビオトープにおいて水質調査を行い、湿地の水質浄化機能につい
て検討している。

地盤沈下（地層収縮）及び地下水位の変化を知るとともに、地下水盆管
理を実施していく上での基礎資料を得るため、各観測井により、地層収
縮量と地下水位の常時観測を実施し、それをもとに地下水位年表、地下
水位変化図、地層収縮図などを作成した。また、観測井を用いた地下水
質のバッググラウンドデータを得るための調査を行った。

県内の地盤沈下観測井及び地下水位観測井データをデータベース化し、
その解析により、51年～平成10年の地下水位の変動図を作成するとと
もに、近年の地下水位の変動状況を、人間活動や気象条件との関連等に
ついて検討した。さらに関東地方知事会公害対策推進本部地盤沈下部会
の作業において関東地下水盆という大きな視点から、千葉県の地下水位
変動を経年的に監視する目的で関東地下水盆の地下水頭図を作成した。

成田市三里塚において、地下水涵養機構と涵養量の評価の基礎資料を得
るために、降雨量と浸透量の連続測定を行った。また、常総粘土層を基
底とする浅井戸によって宙水の地下水位の観測を行い、関東ローム層の
涵養能力について検討した。

水準測量成果を有効に活用するため、既に測量された延べ2,000 点以
上の水準点について、パーソナルコンピューターによるデータベースを
作成し、11年１月１日基準日測定結果を追加更新した。

天然ガス生産とそれに伴う地盤沈下状況を把握するための関連資料（10
年度分の天然ガス生産量・同かん水揚水量・かん水還元量・メッシュ地
盤変動量）をデータベースに追加更新した。

地下水の適正利用を図るための基礎資料として、水理地質図の精度を上
げるため、地質調査報告書・地質柱状図の整理を行った。

君津市南部の大山付近において地下水枯渇に関する調査として、周辺井
戸の調査、山砂の採取の開発の歴史資料の収集、透水層区分を明らか
にするための周辺地質概略踏査、透水層毎の地下水面図の作成、君津付
近の広域的地下水位の変動状況をまとめた。

柏市内に湧水機構解明モデル実験地を設け、降雨量・地下水位・湧水量
などの観測を実施した。また、手賀沼周辺の地下水環境に関するデータ
および資料を収集した。

本県における地震活動と地震地盤振動特性に関する資料収集を目的とし
て、研究所敷地内に設置してある地震計の観測記録の解析を行い、地震
回数、震度発生頻度、震度階級等を整理した。また、県下25地点に設
置した強震計（国立防災研究所・県総務部・研究室）による強震観測を
実施し、観測成果としてとりまとめるとともに、観測記録を解析して表
層地質と地震動との関係について検討した。

消防防災課・地震対策課で実施した人工地震及び研究室が独自に観測し
てきた人工地震の測定結果について技術的検討を加えた。

印旛沼周辺地域において脈動観測を実施し、基盤構造の解明を試みた。
　　

地質災害を生じやすい沖積低地・埋立地・造成地において、地質環境破
壊防止のためのマイクロゾーニングマップを作成するため、大規模造成
地やその周辺地域・過去の液状化発生地点において微動観測を実施し、
振動特性の検討を継続した。11年度は、新たに盛土造成地数地域で得ら
れたデータについて、それらの地盤動特性を総合的に検討した。

松戸市～印西市にかけて反射法地震探査・屈折法地震探査を行い地下構
造を解明した。また、微動アレー探査法の有効性を検討した。

11年度
～継続中

11年度
～継続中

11年度
～継続中

11年度
～継続中

11年度
～継続中

11年度
～継続中

46年度
～継続中

59年度
～継続中

54年度
～継続中

61年度
～継続中

52年度
～継続中

52年度
～継続中

10年度
～継続中

10年度
～継続中

51年度
～継続中

51年度
～継続中

10年度
～継続中

58年度
～継続中

10年度
～継続中

　　　　　
　　　

　
　　　　　

　　　　　

水質保全課
と共同。

水質保全課
と共同で実
施

　　　　　
　　　　　
　　　　　
　　　　　
　　　　　
　　　

　　　　　
　　　　

　
　

　　　　　
　　　　　

地震対策課
と共同で実
施
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研　究
機関名 研　究　課　題 概　　　　　　要 研究期間 備　考

廃
　
棄
　
物
　
情
　
報
　
技
　
術
　
セ
　
ン
　
タ
　
ー

地層の液状化現象に関する調査研究

　１．地震に伴う地層の液状化－流動
　　　化地質調査

　２．液状化－流動化に関する実験的
　　　研究
　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　

地質汚染に関する調査研究　　　　

１．千葉市有吉・南生実地区の六価ク
ロム地質汚染に関する調査研究　
　　　　　　　　　　　　　　

２．有機塩素化合物による地質汚染
調査　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　

地質環境情報整理事業　　　　　　

　房総半島の地質年代の測定　　　　
　　　　　　　　

強震動に伴う地質環境への影響の予測
手法確立のための調査研究　　　　　

　強震動に伴う地質環境への影響の予
　測手法確立のための調査研究　　　

活断層の分布と評価方法に関する調査
研究　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　
　

残土石埋立地及び廃棄物処分場の地質
汚染と防災に関する調査研究　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　

減量化・再資源化施策に関する調査研
究　　　　　　　　　　　　　　　　

　廃家電の処理状況実態調査　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　

　産業廃棄物多量排出事業場減量化・
　再資源化推進手法検討調査

行政支援に関する業務　　　　　　

　廃棄物情報技術研修の開催　
　　　　　　

廃棄物情報バンク管理運営事業　　

　廃棄物情報バンク管理運営事業　　
　　　

研究会等運営事業　　　　　　　　

　廃棄物情報バンク運営事業研究グ　
　ループ　　　　　

地層の液状化－流動化による被害の予測・防止にあたり、液状化メカニ
ズムの解明と予防・防止対策方法の検討を行うための調査を実施した。
11年度は千葉県東方沖地震の際液状化－流動化した東京湾埋立地でボー
リング資料を収集するとともに、オールコアボーリング、スウェーデン
式サウンデング試験などを行い、既存のボーリング資料ではわからな
かった人工地層の厚さや地層の種類・地盤改良の状況が明らかとなり、
液状化のおきた場所の地質環境を明らかにすることができた。また、地
中地震計に連動した間隙水圧計により、地震動が間隙水圧の上昇に与え
る影響を観測した。

地層粒子の液状化のし易さについて検討するため、自然粒子および人工
粒子で作成した地層について液状化実験を行っている。11年度は、江戸
時代の天明の浅間火山噴火などにより、関東平野の沖積層中にしばしば
含まれる軽石が、砂層中に混入したときの液状化強度の低下について検
討した。振動三軸試験の結果、八戸軽石が10％混入するだけで液状化強
度が半減する。すなわち、普通の砂層に比べて、半分の地震荷重で液状
化してしまうことが明らかとなった

汚染源の除去対策を実施した有吉地区において、その効果を監視するた
めの汚染現場の地下水井分布を継続的に測定した。また、汚染地下水汲
み上げ処理システムの稼働状況についても定期的に監視を行った。

市町村が実施している約40か所の地層汚染・地下水汚染現場において、
研究室で確立したきた地層汚染の調査・対策法をもとに、技術面の援
助・協力を行った。さらに、市町村や保健所の職員を対象に、地層汚染・
地下水汚染の技術研修会を実施した。

房総半島の地質年代資料の収集を行った。また、地質年代測定のための
地質資料の検討を行った。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　

震動の強さやゆれ方の分布や、急激で厳しい地盤沈下を伴う液状化などの
地震時の地質環境の動的変化を迅速に把握するための手法の開発を進めた。

県土は、関東地方の中でも基盤の上に堆積物が厚く堆積しているという
地質的特徴があることから、その地質環境に適した活断層調査手法の開
発を図る目的で、活断層が存在する可能性のある地域について、既存の
資料の収集及び地質学的な手法による調査を行い活断層調査手法の検討
を行った。延命寺断層での調査の結果、約６千年前の縄文海進の地層の
連続性を検討することによって、活構造を三次元的に把握できることが
明らかとなった。

残土石埋立地からの地質汚染を防ぐため、適正立地の方法を検討し、ま
た、残土石埋立地内の汚染物質の埋没深度などの調査方法を検討する目
的で、残土石埋立地の地質環境的検討、埋立地内の堆積機構と物質同定
法、汚染残土石の処理・浄化方法及び処分場の地質汚染監視方法などを
検討した。

消費者が家電製品のリサイクル費用を負担し、家電メーカーが家電製品
の再商品化の義務を負う通称「家電リサイクル法」の13年度本格施行
を前に、市町村における廃家電製品の処理状況と事業者の取組状況を調
査するとともに、法施行後の課題について検討した。

産業廃棄物の減量化・再資源化を推進するため、発生量の約60％を占め
る多量排出事業場のうち、その減量化・再資源化の水準が一定のレベル
に達していない業種を対象に問題点を抽出し、取組を促進する手法を検
討した。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一般廃棄物処理行政の推進にあたり、市町村等の廃棄物関連部局の職員
に必要とされる知識の習得を図り、業務の円滑に資することを目的とし
て、「廃棄物情報技術研修」（参加者82名）を開催した。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

廃棄物に関する情報の受発信、一元的な管理及び環境学習機能の充実を
目的として、10年６月からインターネット上に開設した「廃棄物情報バ
ンク」の管理運営を行った。11年度のホームページへのアクセス数は
13,819件であった。

10年６月から運用を始めた廃棄物情報バンクホームページの効果的な運
用を図り、また、コンテンツの充実を図るため廃棄物情報バンクの運営
について検討を行った　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

62年度
～継続中

62年度
～継続中

61年度
～継続中

60年度
～継続中

61年度
～継続中

８年度
～継続中

８年度
～継続中

残土石埋立
地の地質汚
染と防災に
関する調査
研究

10年度
～継続中

８年度
～継続中

８年度
～継続中

10年度
～継続中

10年度
～継続中
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研究
機関名 研　究　課　題 概　　　　　　要 研究期間 備　考

廃
　
　
棄
　
　
物
　
　
情
　
　
報
　
　
技
　
　
術
　
　
セ
　
　
ン
　
　
タ
　
　
ー

減量化・再資源化技術に関する調査研究

　汚泥・焼却灰に関する調査研究
　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　

　　　　　　　　

　廃プラスチック類に関する調査研究

　粗大ごみ等不燃残渣に関する調査研
　究　
　

適正処理技術に関する調査研究　　

　特別管理廃棄物に関する調査研究
　　　　　　　　　　　　　　　　　
　

　最終処分場の適正管理に関する調査
　研究

　最終処分場の日常管理手法に関する
　調査研究

化学物質による環境負荷の調査研究

　化学物質による環境負荷に関する調
　査研究
　　　　　　　　　　　　　　　　　

　ダイオキシン類に関する調査研究

行政支援等に関する事業

　最終処分場の維持管理及び閉鎖に
　関する技術的支援

　最終処分場の適正管理に関する
　行政支援

学習施設運営事業

情報提供事業

　ＷＩＴセンターニュースの発行　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　

　啓発用冊子の発行

　　　　　　　　　　　

　情報の収集・整備

　廃棄物情報技術講演会の開催

啓発事業

　環境月間関連行事

　夏休み親子リサイクル工作教室

　　　　　　　　　　

一般廃棄物の焼却灰を溶融スラグ化することにより、埋立処分せずに土
木建築資材として活用することを目的とした調査研究を進めている。平
成10年度から県と１清掃組合、４民間会社と共同研究グループを組織
し、今年度は３種の溶融スラグを用いてレディミクストコンクリート用
細骨材としての適用性を検討した。

一般廃棄物中の廃プラスチックの形態及び材質について調査研究してい
る。11年度はプラスチック類の材質分析法の中で溶媒分画法について検
討した。

粗大ごみ処理施設で破砕・選別された際に生じる不燃残渣についてごみ
質分析を行い、最終処分以外の処理方法を探る際の基礎資料としてい
る。11年度は破砕施設において、投入時にごみ性状の異なる不燃物の残
渣組成を調査した。

特別管理廃棄物の無害化処理方法について調査研究している。現在、焼
却飛灰の脱塩素技術を課題とし、11年度は加熱処理前の重金属溶出試験
及び含有試験を実施した。

最終処分場の信頼性を高めること、閉鎖にいたる管理の適正手法を検討
する目的で埋立物の安定化・安全化度を調査している。11年度は１一般
廃棄物最終処分場についてオールコアボーリングを実施し、埋立物の性
状分析を行うと共に、浸出水の水質分析を行い埋立物との関連を解析し
た。

最終処分場の日常管理手法を検討する目的で、最終処分場の浸出水と遮
水工下の地下水について、電気伝導率を指標とする管理手法の検討を
行っている。11年度は１最終処分場について定期的なﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞを行った。

最終処分場及び中間処理施設からの化学物質による環境負荷を把握し、
化学物質対策の基礎資料とする。11年度はプラスチック可塑剤について
焼却灰、飛灰の溶出試験を実施し、また、処分場埋立物に含まれるビス
フェノールＡを調査した。

平成11年４月に「千葉県ダイオキシン類等分析施設」が運用開始され
た。センターは廃棄物処理施設を有する市町村等と共同して、施設排出
量と周辺環境試料中濃度を調査し、環境影響を総合的に解析する。11年
度は３処理施設及び最終処分場及び周辺環境のダイオキシン類存在量を
調査した。また、最終処分場埋立物の深度別存在量についても調査し
た。更に、一般廃棄物処理施設のダイオキシン類データの総合管理シス
テムの構築手法を検討した。

14市町村・組合の最終処分場に関し、閉鎖に関する技術的支援を行っ
た。7市町村・組合の最終処分場に関し、維持管理に関する技術的支援
を行った。

産業廃棄物不適正処理に関して調査方法を含めた技術的支援を行ってい
る。
11年度は５件の産業廃棄物等不適正処理に関し、技術的支援を行った。

廃棄物に関する情報提供・啓発のための学習施設の活用を推進した結
果、平成11年度は、4,413名の利用者を受け入れた。また、団体利用者
に対しては、研修施設を活用し、30分カレッジを行うとともに、ビデオ
による環境学習を行い、廃棄物に対する一層の理解を図った。

先進事例の紹介等の廃棄物に関する情報提供により廃棄物の減量化・再
資源化の促進を図るため、センターの情報機関誌として、年１回（６月）
発行した。

わかりやすいごみ白書・ごみ問題の入門書として、廃棄物の処理システ
ムと現況、リサイクルの仕組み等を簡単に説明した「ゴミとリサイクル
'2000 」を発行した。

廃棄物関連の図書やビデオ、環境白書等を収集・整理し、情報の整備を
図った。

廃棄物に携わる関係者が果たすべき役割、課題について、共通の理解、
認識を得るため、「廃棄物情報技術講演会」を開催した。（参加者：158
名）

　　　　　　　　　　　　

リサイクル製品の展示や大クイズラリーを通じ、ごみ問題を考えてもら
うことを目的に「エコ・パーク'99 」を実施した（参加者：100名）。ま
た、環境月間中の一週間、研究室の一般公開も併せて実施した。

紙パックや竹の端材を使った工作を通して、物の大切さやリサイクルを
体験してもらうことを目的として、「夏休み親子リサイクル工作教室」
を実施した。（参加者：子供51名、保護者：36名、計87 名）

10年度
～継続中

６年度
～継続中

８年度
～継続中

６年度
～継続中

６年度
～継続中

９年度
～継続中

６年度
～継続中

10年度
～継続中

６年度
～継続中

６年度
～継続中

６年度
～継続中

６年度
～継続中

６年度
～継続中

６年度
～継続中

６年度
～継続中

７年度
～継続中

６年度
～継続中
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研　究
機関名 研　究　課　題 概　　　　　　要 研究期間 備　考

　リサイクル・カレッジ
　　　　　　　　　　　　　　　　　
　

　市町村啓発活動等の支援

　関連行事への参画　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　

チタンキレートによる二酸化チタン光
触媒の開発と環境浄化への応用

生分解プラスチックのフィールドテス
ト

廃棄食用油脂の再利用化に関する研究

水質に起因する農作物被害の実態解明
と対策（水環境）　　　　　　　　　　
　

水田耕地が持つ公益的機能の評価（水
環境）　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　

畑耕地における農薬の動態把握（地質
環境）　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　

土壌汚染概況調査（地質環境）

　　　　　　　　　　

効率的堆肥化技術に関する研究（廃棄
物）

畜産経営における環境投資の実態把握
と分析

精密ろ過膜利用による畜舎廃水処理技
術の開発（水質汚濁）

環境にやさしい養鶏技術の検討（廃棄
物）

畜舎汚水の高度処理技術の開発研究
（水質汚濁）

家畜尿汚水の液肥化による資源循環利
用システムの研究

環境に配慮した高泌乳牛のための飼養
管理技術

ふん中の窒素低減化のための飼料給与
技術の検討

環境汚染が森林生態系に及ぼす影響把
握と樹勢回復技術の確立（自然環境・大
気環境）

酸性雨等森林衰退モニタリング調査
（第Ⅲ期）（自然環境・大気環境）

乾性降下物の森林への影響調査（自然
環境・大気環境）

内水面漁場実態調査

一般県民を対象にごみ問題を考え、学ぶことができる機会を提供するこ
とを目的として、公開講座「リサイクル・カレッジ」を実施した。　　
　（受講者：93名）

県民にごみ問題に触れる機会をより多く提供するため市町村の啓発活動
や学校教育に対し情報の提供やパネル・ビデオの貸出、講師派遣等を実
施した。（貸出回数：パネル20回、ビデオ19回、講師派遣：18回）

センター以外の各主体において実施されるごみ問題に関する啓発行事等
に参画した。（参画数：６行事）

光触媒作用がある二酸化チタンを環境浄化に利用するため、配位子の異
なるチタンキレート剤を用いてディップコーティング・熱分解法によ
り、二酸化チタン薄膜をガラス基板上に作製し、有機廃液に対する光触
媒の酸化分解性能について研究した。

工業系公設研究機関で構成する全国規模の生分解プラスチックのフィー
ルドテストに参画し、共通試料の生分解フィルムとダンベル試験片を土
壌に埋設し、一定期間毎に取り出し、重量測定、強度試験、赤外分析等
を行いその変化を調べた。

廃棄食用油脂を再び食用油脂として利用したり、燃料や洗剤等に有効利
用する際の前処理法を確立するため、各種高分子膜（多孔質膜、非多孔
質膜）や吸着剤を用いた処理を行い、処理油の物理化学的特性を把握
し、改質効果を検討した。

農業用水として利用されている県内40地点の地下水及び手賀沼、印旛
沼の２湖沼を対象に水質診断を行い、農作物に及ぼす影響程度の予測と
生育障害回避のための基礎データを得た。

常習的汚濁水かんがい水田地帯における水田の水質浄化機能を定量的に
評価するために、全窒素濃度が０～22mg／Ｌ、ＣＯＤ濃度が３～32mg
／Ｌの汚濁水をかんがいする印旛沼流域の大区画水田で調査を行った。

畑耕地に施用された農薬の降雨による鉛直浸透状況を把握するため、黒
ボク土畑圃場の地表下１ｍ、２ｍ、3.7 ｍから採水できる自然土壌構造
型浸透水採取装置を用い、地上部に散布した各種農薬の動態を調査し
た。

平成11年度から定点を見直し、県下全域に93ヶ所の調査定点を設置し
た。平成11年度は安房・夷隅・君津支庁管内の水田10地点、普通畑８
地点、樹園地４地点及び施設６地点の計28地点の定点ほ場における土
壌、作物及びかんがい水の重金属含量を調査した結果、土壌汚染防止法
の基準値を超える値はみられなかった。

堆肥化施設の効率的な稼動と問題点の摘出及びその改善を図るため、県
下の堆肥化施設の運転稼動状態の実態と堆肥の成分分析等を行った

養鶏・養豚・酪農経営における畜産環境関連機械施設保有及び投資額・
ふん尿処理状況・処理経費の実態を把握し、畜産環境問題防止のための
投資可能額・処理経費をシミュレーション分析した。　　　　　

従来の活性汚泥法と膜分離法を組み合わせた方法について、処理能力、
維持管理方法、経済性等を検討した。

養鶏生産におけるふん中のリン量をできるだけ低減させ、環境への負荷
量を抑えるため、フィターゼ等の消化酵素を用いて飼料消化性の改善を
検討した

家畜尿汚水の浄化処理過程で、汚水中の窒素濃度が高いことなどが、処
理過程にどのような影響を及ぼすのか調査を行った。

耕種農家との連携による家畜尿汚水の有効利用を図るため、県下で尿汚
水を液肥化処理し利用促進を実践している農家の実態を調査した。

高消化性飼料等の有効利用や飼料中栄養水準の適正化等により効率的な
生乳生産を図るとともに、ふん尿中への余剰な窒素排泄量の低減化を図
るための飼養管理技術について検討する。

豚ふん尿から排泄される環境負荷物質の窒素排泄量低減のための飼養管
理技術について検討する。

環境汚染の一つである酸性雨が森林生態系に及ぼす影響を把握するた
め、山武町、千葉市、市原市の固定調査地において、林外雨、林内雨お
よび樹幹流の成分分析とスギの生育調査を実施する。

酸性雨による森林衰退の実態を把握するため、全国規模でモニタリング
調査が実施されており、本県では八日市場、東金、茂原および鴨川図幅
内の固定調査地において、スギの成長量、衰退度調査と雨水、土壌試料
を採取する。

乾性降下物の森林への影響を評価するため、サンブスギの樹冠に付着し
た乾性降下物量の推定と樹木の成長回復の可能性について散水法により
実施する。

印旛沼・手賀沼における漁業対象生物の生息状況を把握するため定点を
もうけ魚類相の調査を実施した。また、これら周辺河川についても同様
の調査を実施した。
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研　究
機関名 研　究　課　題 概　　　　　　要 研究期間 備　考

中
　
　
　
　
　
央
　
　
　
　
　
博
　
　
　
　
　
物
　
　
　
　
　
館

主要河川魚貝類分布調査

地形発達史
　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

堆積相・古生物相変遷

火成活動史及び地質構造発達史

維管束植物誌

蘇苔類誌

海藻誌

菌類誌

地衣類誌

県内主要河川の10河川について毎年２河川ずつ選定し、漁業対象生物
の生息状況及び魚類相を把握するための調査を実施した。

・房総の地史－夷隅川上流の河岸段丘の編年－夷隅川上流域の河岸段丘
面の分布、年代を現地調査により明らかにする。
・房総の地史－養老川右岸の更新世後期の河岸段丘面の編年－地形面の
分類やテクノロジーの手法を用いて養老川右岸の更新世段丘面の編年を
行う。

房総半島の地形を形成する深海から浅海の堆積物と古生物の特徴を明ら
かにし、氷期、間氷期の海面変動との関連を検証する。
・房総の地史－古東京湾南端の堆積相の変遷－地形面の分類やテクノロ
ジーの手法を用いて養老川右岸の更新世段丘面の編年を行う。
・房総の地史－上総層群と下総層群を中心とした房総半島における軟体
動物化石の分布調査と採集－化石山地を調査し、収蔵資料として価値の
ある標本を採集する。
・房総の地史－上総層群と下総層群を中心とした房総半島における脊椎
動物化石の分布調査と採集－脊椎動物化石の分布調査と収集を行い、収
蔵・展示資料とする。
・房総の新生代無脊椎動物化石に関する研究－新生代無脊椎動物化石の
動物相の調査及び産状に基づく研究。
・縄文時代以降の植生変遷－植物珪酸体化石を用いて縄文時代以降の下
総の古植生を明らかにする。
・房総の縄文貝塚産動物相の復元－縄文時代房総の狩猟・漁獲研究のた
めの貝塚産動物相復元。
・房総の植生変遷と環境変動－房総半島における長期間の植生変遷と環
境変動を花粉分析に基づいて調べる。
・下総地方西部における景観構造－明治10年代の土地利用より－明治
10年代の下総台地と武蔵野台地の土地利用の比較により、下総地方西部
の土地利用の特徴を示す。

房総半島に見られる火成岩の性質と時代に伴う変化を調べ、その由来を
明らかにする。
・房総の地史－火成活動史および地質構造発達史－嶺岡帯北縁部の地質
構造４（鴨川市東部地域）－凝灰岩鍵層の精密な対比を行い、地質構造
を明らかにする。
・市原市大福山地域の地質学的研究－大福山周辺の地質構造発達史を明
らかにする。

千葉県内に分布する維管束植物の目録を作成、分布調査、証拠標本の作
製を行なう。
・清和県民の森林域におけるバイオロジカルフロラデータベースの作成
－分館予定地周辺において、維管束植物の分布、フェノロジー等を調べ
データベース化する。
・千葉県の維管束植物－房総半島に群生する維管束植物の分類学的研究
を行う。
・維管束植物誌－地方植物誌の証拠標本に基づく採集強度の研究－収蔵
庫に保管されている市原市・佐倉市の標本を基に採集強度と種数の関係
を調べる。
・千葉県に自生する針葉樹の分類と分布－房総における針葉樹の分布を
調査する。併せて化石針葉樹を調べ、分布の変遷を推定する。
・房総を北限とする照葉樹林林床草本のフェノロジー－千葉県の照葉樹
林に生える草木について、開葉・落葉・開花・結実などの季節的成長過
程を明らかにする。

千葉県のコケ植物の目録作成、分布状況、証拠標本の作製を行う。
・蘇苔類誌：房総丘陵の蘇苔類－房総半島南部に産する蘇苔類を調査
し、その特性を明らかにする。
・農村・都市域の蘇苔類のフロラと生態－都市化地域から農村地域にか
けて蘇苔類のフロラと生態を調査し、都市化と蘇苔類への影響を明らか
にする。

千葉県沿岸の海藻の目録作成、分布状況、証拠標本の作製を行う。
・海藻誌：房総半島産紅藻テングサ属の分類学的研究３－房総の土壌性
子のう菌類及び不完全菌類の分類・生態学的研究を行うテングサ属の標
本群と岡本金太郎（北大）コレクションを比較検討する。

千葉県及び周辺地域のキノコ、カビ、地衣類の目録作成、分布状況、証
拠標本の作製を行う。
・房総の微小菌類の研究、房総の土壌性子のう菌類、不完全菌類の研究
（房総の自然誌）－房総の土壌性子のう菌類及び不完全菌類の分類・生
態学的研究を行う。
・担子菌類誌：房総半島に残存するモミ属と共生する菌根菌の研究（そ
の３）－房総半島のモミ属と共生する特徴的な菌類について引き続き調
査を行う。

千葉県及び周辺地域の地衣類の目録作成、分布状況、証拠標本の作製を
行う。
・地衣類誌－主として県南部を対象に調査を行い、収集した資料の検討
を行う。

４年度
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11年度
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11年度
～12年度

11年度
～12年度
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～12年度

11年度
～12年度
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～12年度

内水面
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機関名 研　究　課　題 概　　　　　　要 研究期間 備　考
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央
　
　
　
　
　
博
　
　
　
　
　
物
　
　
　
　
　
館

魚類誌

貝類誌

甲殻類誌

昆虫誌

多足類誌

哺乳類誌

淡水生物誌

環境科学総合研究

生態園総合研究

千葉県の沿岸及び周辺海域に棲息する魚類の目録作成、分布状況、証拠
標本の作製を行う。
・房総の魚類相に関する研究－房総半島の沿岸域に出現する魚類につい
て継続調査する。
・魚類誌：東京海底谷におけるミツクリザメの自然誌－東京海底谷でと
れたミツクリザメの試料をもとにその生活史・食性等の生態を明らかに
する。

・千葉県の沿岸及び周辺海域に棲息する貝類の目録作成、分布状況、証
拠標本の作製を行う。
・房総の貝類史：南房の貝類相－房総の貝類の歴史を検証しつつ、南房
総に棲息している貝類についてその状況を確認する。

千葉県の沿岸及び周辺海域に棲息する甲殻類の目録作成、分布状況、証
拠標本の作製を行う。
・甲殻類誌：千葉県の海産甲殻類相：房総半島産標本を含む西太平洋域
のヤドカリ類の分類学的研究－房総半島及びその西太平洋海域のヤドカ
リ類について分類学的見地より調査する。
・甲殻類誌：房総半島産十脚甲殻類の分類学的研究：エビジャコ科－房
総半島に生息する十脚類甲殻類において分類学的立場よりエビジャコ相
を明らかにする。

千葉県内に棲息する昆虫の目録作成、分布状況、証拠標本の作製を行
う。
・房総の昆虫相に関する研究－千葉県に生息するヒメハナカミキリ類の
由来について研究する。
・昆虫誌：印旛沼およびその周辺のハチ類のファウナ調査－北総地域の
ハチ類の種類相を明らかにするため、印旛沼及びその周辺でハチ類の採
集を行う。
・昆虫誌：君津市高宕山およびその周辺の甲虫－愛宕山の西斜面及び北
斜面を中心に甲虫の採集を行い、その甲虫相を解明する。

千葉県内に棲息する多足類の目録作成、分布状況、証拠標本の作製を行
う。
・土壌動物誌：千葉県産土壌動物の採集記録の文献調査－これまでに千
葉県から報告されている土壌動物の採集記録を文献調査によりまとめ
る。

千葉県内に棲息する哺乳類の目録作成、分布状況、証拠標本の作製を行
う。
・房総半島のニホンジカの生息密度動態、栄養状態、繁殖状態－房総半
島に生息するニホンジカの生息密度動態、栄養状態、繁殖状態を明らか
にする。
・房総の哺乳類誌－房総半島に生息する哺乳類相を記録する。

千葉県内に棲息する淡水生物の目録作成、分布状況、証拠標本の作製を
行う。
・原生動物の増殖におよぼす環境因子の影響－原生動物の増殖特性が温
度・ｐＨ・塩濃度など各種環境要因によってどうのような影響をうける
のか明らかにする。
・水辺の環境構造と水生昆虫の分布－水辺の環境構造の多様性と生物相
との関係を明らかにする。

・中央博の多方面にわたる専門家の能力を総合して、大都市とその周辺
域の環境問題を総合的に研究する。
・房総の音環境－房総の自然環境の構造と変化を聴覚的に記録し記載す
る。
・房総の鳥類誌－房総各地の鳥類について標本を収集し、鳥類相を記録
する。
・白子町の海浜植物の保護増殖－白子町の砂浜にある車両の進入を防止
した保護区域内の植生の変化を調べる。

・照葉樹林のコピー移植による自然復元に関する研究－照葉樹林のコ
ピー移植後の群落構造の動態を調査し、この手法の自然復元への効果及
び具体的対策を検討する。
・初期遷移における植物の種特性に関する研究－砂土・赤土・黒土・と
土壌条件の異なる基質での初期遷移の動態から主な構成種の生態的特徴
を解析・研究する。
・生態圏における植生の変遷－生態圏につくられた植生のフロラを記録
する。
・クロナガアリの個体群生態－生態圏に生息しているクロナガアリの個
体群動態の特性を明らかにする。
・千葉県における照葉樹林を中心とする森林の分布と構造に関する研究
－県内に残存する自然性の高い森林について、分布・種組成や構造上の
特性について明らかにする。
・房総の景観構造－自然と人間の相互作用により成立してきた千葉県の
景観の構造を解析し、その維持要因を明らかにする。

11年度
～12年度

11年度
～12年度

11年度
～12年度

11年度
～12年度

11年度
～12年度

11年度
～12年度

11年度
～12年度

11年度
～12年度

11年度
～12年度
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（２）環境関係各種機関設置状況
ア　諮問機関等

千葉県地盤沈下対策
専門委員会
千葉県自然環境保全
審議会

千葉県大気環境対策
専門委員会
千葉県環境影響評価
委員会

景観等評価専門委員
会

環境調査評価専門委
員会

千葉県自動車排出窒
素酸化物総量削減計
画策定審議会

千葉県環境審議会

千葉県新産業環境保
全対策専門委員会

千葉県廃棄物処理施
設設置等専門委員会
千葉県公害審査会

千葉県環境会議

千葉県環境調整検討
委員会

種類 名　　　　　称 設置年月日 設置の根拠 所　　掌　　事　　務（目　　的） 構　　　　　成
45. 1.  1

48. 4. 12

8. 3. 22

11. 4. 30

2. 9.  1

9. 10.  1

5. 2. 18

6. 8.  1

6. 11.  1

10. 6. 17

46. 3. 15

4. 6.  2

4. 8. 12

千葉県地盤沈下対策
専門委員会設置要綱
自然環境保全法

千葉県大気汚染対策
専門委員会設置要綱
千葉県行政組織条例

千葉県自然公園等に
おける建築物建設に
係る指導要綱
千葉県自然公園特別
地域における大規模
な開発行為に係る指
導要綱
自動車ＮＯｘ法

環境基本法

千葉県新産業環境保
全対策専門委員会設
置要綱
廃棄物の処理及び清
掃に関する法律
公害紛争処理法

千葉県環境会議設置
運営要綱

千葉県環境調整検討
委員会設置運営要綱

県における地盤沈下の原因を究明し、沈下の防止対策に資する。

関係法令により権限に属された事項を調査審議するほか、知事の諮問
に応じ自然環境の保全に関する重要事項を調査審議する。

県における大気環境保全対策について専門的事項を検討する。

千葉県環境影響評価条例に規定する事項その他環境影響評価に関し知
事が必要と認める事項について調査審議し、これに関し必要と認める
事項を知事に答申する。
自然公園等における建築物建設に係る指導要綱等に基づき、景観等影響
評価に関し、知事に諮問に応じ意見を述べるほか、景観等影響評価に係
る技術的な事項及び知事が必要と認める事項を調査審議する。
自然公園特別地域における大規模な開発行為に係る環境等調査に関し
意見を述べるほか、環境調査評価に関する技術的な事項を調査審議す
る。

自動車ＮＯｘ削減に基づく特定地域に係る自動車排出窒素酸化物総量
削減計画に定められるべき事項について調査審議する。

県の環境保全に関して基本的事項を調査審議する。

千葉県における事業所等で使用する化学物質及びバイオテクノロジー
に係る物質等に関する環境保全対策について専門的事項を検討する。
廃棄物処理施設の設置及び維持管理計画に関する事項等について調査
審議する。
公害紛争処理法に係る紛争及び県公害防止条例による地下水位の著し
い低下に係る紛争について、あっせん、調停及び仲裁を行う。

本県の環境行政のあり方についての提言を受け、環境行政に反映する。

環境会議会長の指示に基づき、環境保全のあり方に関する具体的・専
門的事項の検討及び調整行う。

学識経験者 　 7名
　　　　　 　（8名）
住民代表者　 18名
学識経験者   13名
関係行政機関の職員
　　　　　    4名
県の職員　　  5名
学識経験者　 12名

学識経験者　 19名
　　　　　　（20名）

学識経験者　  6名
　　　　　　（10名）

学識経験者　  6名
　　　　　　（10名）

知事　　　　  1名
公安委員会　  1名
関係市町　 　18名
関係地方行政機関
（国）　　　　  5名
県会議員　    5名
学識経験者　 13名
事業者の代表者 9名
住民の代表者  9名
特別委員　　  6名
学識経験者　  7名

学識経験者　  7名

人格が高潔で識見の
高い者　　　 15名

学識経験者　  6名
産業界代表　  3名
住民代表　　  3名
学識経験者　 12名
住民の代表　  1名
産業界の代表  1名

諮

問

機

関

そ
の
他

審
査
機
関

法
に
基
づ
く

（注）定数と現定数に相違ある場合は（　）中に定数を示した。

イ　協議・協力機関
　（ア）各県との協議・協力機関

名　　　　　称 設置年月日 設置の根拠 所　　掌　　事　　務（目　　的） 構　　　　　成

一都３県公害防止協議会

関東地区地盤沈下調査観測
協議会
全国大気汚染防止連絡協議
会
全国環境行政協議会

関東地方水質汚濁対策連絡
協議会

関東地方知事会関東地方公
害対策推進本部

関東甲信越地区産業廃棄物
処理対策連絡協議会

37. 5. 19

37. 10.  1

38. 12.  5

40.  6. 17

45.  1.  1

46. 1.  1

50. 3. 25

１都３県公害防止協議会規
約
関東地区地盤沈下調査観測
協議会規約
全国大気汚染防止連絡協議
会規約
全国環境行政協議会規約

関東地方水質汚濁対策連絡
協議会規約

関東地方公害対策推進本部
設置要綱

関東甲信越地区産業廃棄物
処理対策連絡協議会会則

公害防止行政に関する協力関係の確立及び資料・情報の
交換を図る。
地盤沈下調査を担当する関係機関相互の連絡を密にす
る。
大気汚染防止に係る行政相互の協力連携体制の確保とそ
れに必要な情報交換の円滑化を図る。
都道府県相互の協力関係の増進及び環境行政の進展とそ
の確立に資する。

関東地方の主要河川（利根川、荒川、多摩川等）の水質
の実態把握、汚濁過程を究明し、汚濁防止対策の樹立に
資する。
関東地方の公害に広域的に対処するため、関東地方知事
会に「関東地方公害対策推進本部」を設け、公害の発生
原因を究明し、防除対策等の施策を強力に推進する。
産業廃棄物の事務に関し、県等の相互間及び国との連絡
調整等を行うことにより、産業廃棄物処理対策の円滑な
運営を図る。

千葉県、埼玉県、東京都、神奈川
県
関係10郡県市
国土地理院
47都道府県及び大気汚染防止法政
令市等
この会の目的に賛同する都道府県
の環境行政関係課長（会員47名）
関係11都県市
建設省
水資源開発公団
千葉県、茨城県、栃木県、群馬県、
埼玉県、東京都、神奈川県。山梨
県、長野県、静岡県

関係10都県５市
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名　　　　　称 設置年月日 設置の根拠 所　　掌　　事　　務（目　　的） 構　　　　　成

東京湾岸自治体公害対策会
議
千葉・茨城大気保全連絡協
議会
首都圏自然歩道連絡協議会
公害防止計画推進協議会

主要都道府県産業廃棄物担
当課長会議

全国湖沼環境保全対策推進
協議会
関東甲信越静環境美化推進
連絡協議会

千葉・茨城産業廃棄物連絡
会
七都県市環境問題対策委員
会

七都県市廃棄物問題検討委
員会

50. 8. 22

50. 8. 27

53. 9. 8

55. 10. 22

55. 11. 25

56. 9.  9

59. 4.  1

62. 3. 18

元 . 11. 16

61. 6. 11

東京湾岸自治体公害対策会
議規約
千葉・茨城大気保全連絡協
議会規約
首都圏自然歩道連絡協議会
規約
公害防止計画推進協議会規
約

主要都道府県産業廃棄物担
当課長会議会則

全国湖沼環境保全対策推進
協議会規約
関東甲信越静環境美化推進
連絡協議会規約

千葉・茨城産業廃棄物連絡
会要領
七都県市首脳会議の下部組
織として設置

七都県市首脳会議の下部組
織として設置

東京湾の水質浄化を図るため、関係自治体が協議し、広
域的な施策を推進する。
大気汚染の状況に係る相互情報交換・調査等を行い、大
気保全対策を講じる。
会員相互の連絡を密にし、首都圏自然歩道の普及啓発活
動を行うとともに利用の促進を図る。
都道府県が緊密な連携を図り、公害防止に関する協力体
制を確立して公害防止事業を推進することにより、地域
の環境の改善に資する。
産業廃棄物処理対策に関する全国的な共通課題について
相互に連絡調整及び調査検討を行うことにより、産業廃
棄物の適正処理を推進し、産業廃棄物行政の発展向上に
資する。
湖沼の環境保全対策の推進を図る。

関東甲信越静11郡県の連絡を緊密にし、空き缶等散乱
ごみの対策及び環境美化の推進を図る。

産業廃棄物に係る相互の情報交換等を行い、適正処理を
推進する。
首都部環境宣言等を踏まえ快適な地域環境を創造し、こ
のことを通じて地球環境の保全に貢献するため七都県市
として共同協調して取り組むべき方策について検討し、
首脳会議に報告する。
資源循環型社会の構築を目指し、七都県市が共同・協調
し、広域的な対応が求められる廃棄物処理に関する方策
等について検討するともに、必要な取組を実施し、首脳
会議に報告する。

東京湾岸の１都２県６区15市３
町
千葉県、茨城県

千葉県、茨城県、栃木県、群馬県、
埼玉県、東京都、神奈川県
29都道府県

関係15都道府県

全国47都道府県

千葉県、茨城県、栃木県、群馬県、
埼玉県、東京都、神奈川県、山梨
県、新潟県、長野県、静岡県
千葉県、茨城県

千葉県、埼玉県、東京都、神奈川
県、横浜市、川崎市、千葉市

千葉県、埼玉県、東京都、神奈川
県、横浜市、川崎市、千葉市

名　　　　　称 設置年月日 設置の根拠 所　　掌　　事　　務（目　　的） 構　　　　　成

（イ）県、市町村等の協議・協力機関

千葉県環境影響促進協議会
新川汚染防止対策協議会

印旛沼水質保全協議会
栗山川汚染防止対策協議会

九十九里地域地盤沈下対策
協議会
千葉県環境行政連絡協議会

地域畜産経営環境保全推進
協議会

夷隅川等浄化対策推進協議
会

手賀沼水質浄化対策協議会
真間川をきれいにする協議
会

手賀沼浄化事業連絡会議

千葉県美しいふるさとづく
り運動推進協議会

美しい作田川を守る会

黒部川汚染防止対策協議会

高滝ダム貯水池水質保全対
策協議会

一宮川等流域環境保全推進
協議会

37. 6.　5

44. 7. 22

46. 8. 28
47. 6. 10

47. 6. 14

47. 8.  2

47. 8. 14

48. 9. 26

50. 2. 18

53. 6.  7

56. 12. 16

58. 5. 16

50. 1. 31

60. 4.  1

63. 7. 18

3. 4. 23

千葉県環境影響促進協議会
会則
新川汚染防止対策協議会会
則

印旛沼水質保全協議会会則
栗山川汚染防止対策協議会
会則

九十九里地域地盤沈下対策
協議会会則
千葉県環境行政連絡協議会
会則

千葉市畜産経営環境保全対
策実施方針

夷隅川等浄化対策推進協議
会規約

手賀沼水質浄化対策協議会
会則
真間川をきれいにする協議
会規約

手賀沼の水質浄化に関する
協定書
千葉県美しいふるさとづく
り運動推進協議会設置運営
要領
美しい作田川を守る会会則
　　　

黒部川汚染防止対策協議会
会則

高滝ダム貯水池水質保全対
策協議会規約

一宮川等流域環境保全推進
協議会会則

廃棄物の処理及び清掃等に関する事業の施策促進を図
る。
新川及びその支川の水質を保全し、汚染防止を図り、健
康な河川、清潔な用排水路として復元維持するために
必要な対策を協議し、所要事業を施行する。
印旛沼の水質及び生活環境の保全を図る。
栗山川及びその支川の水質と環境を保全し、汚染防止
を図り、清潔な河川として維持するために必要な対策
を協議し、所要事業を行う。
九十九里地域の地盤沈下に伴う被害を未然に防止し、
地域の健全な発展と地域住民の福祉の増進に資する。
環境行政における県、市町村及び市町村相互の有機的
な協調の保持を図るための連絡調整並びに環境担当職
員の知識・技術の向上を図る。
各支庁管内を地域として、当該地域内における畜産経
営による環境汚染発生状況を的確に把握し、地域及び
市町村における畜産経営環境汚染防止計画の作成、苦
情等の処理に対する指導助言を行う。
夷隅川等河川に関係する企業及び組合等が一体となり、
浄化対策を積極的に図るとともに地域住民の生活環境
保全に寄与する。
手賀沼の水質浄化及び沼周辺の環境保全について必要な
対策を協議し、関係地域住民の良好な生活環境を保全す
る。
真間川の水質と環境を保全し、真間川の汚染防止、きれ
いな川に戻すために必要な対策を協議し所要事業を行
うとともに住民の意識高揚を図る。
手賀沼の水質浄化を推進するため共同事業を実施する。
美しいふるさとづくり運動推進要綱に基づき、県民運
動を一体的、かつ円滑に推進する。

作田川及び支川の水質と環境を保全し、汚染防止を図
り、清潔な河川として維持するため必要な対策を協議
し、所要事業を行うとともに、住民の意識高揚を図る。
黒部川及びその支川の水質と環境を保全し、汚染防止
を図り、清潔な河川として維持するため必要な対策を
協議し、所要事業を行う。
高滝ダム貯水池の水質保全に関して関係機関が実施す
る対策の総合的な協議・連絡調整を図り、各種対策の推
進に寄与する。
一宮川及び支川の水質と環境を保全し、汚濁防止を図
り、清潔な河川として維持するため必要な対策を協議
し、所要事業を行うとともに、住民の意識高揚を図る。

県、市町村及び一部事務組合

関係６市町
県
関係団体
関係16市町村、県、関係団体等
関係９市町村、県、関係団体等

県、関係18市町村

県、市町村

県
市町村
農業協同組合

関係６市町
県
関係企業　団体等
県、関係８市町
関係団体
関係３市町
県
関係団体
県
関係８市町
委員　52名
（県、市町村、各種団体等）

関係５市町
県
関係団体等
関係４町
県
関係団体
県
関係２市町

関係７市町
県
関係団体等
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名　　　　　称 設置年月日 設置の根拠 所　　掌　　事　　務（目　　的） 構　　　　　成

千葉県野生鹿保護管理対策
協議会

生活排水対策推進市町村連
絡会議

美しい木戸川を守る会

千葉県野生猿管理対策協議
会

千葉県自動車交通公害対策
推進協議会

千葉県行徳内陸性湿地再整
備検討協議会

千葉県ごみ減量化推進県民
会議

千葉県モーダルシフト推進
協議会

千葉県フロン回収処理推進
協議会

県立九十九里自然公園車両
乗入れ防止対策連絡会議
千葉県天然ガス自動車普及
推進協議会

3. 10. 24

4. 4. 27

4. 5. 29

4. 11. 11

5. 3. 26

6. 3. 25

6. 11. 21

7. 7. 28

9. 6.  6

10. 4.  1

 10. 11. ２

千葉県野生鹿保護管理対策
協議会要領

生活排水対策推進市町村連
絡会議運営要領

美しい木戸川を守る会会則

千葉県野生猿管理対策協議
会設置要綱

千葉県自動車交通公害対策
推進協議会設置要綱

千葉県行徳内陸性湿地再整
備検討協議会設置要領

千葉県ごみ減量化推進県民
会議設置要綱

千葉県モーダルシフト推進
協議会会則

千葉県フロン問題連絡協議
会設置要綱

県立九十九里自然公園車両
乗入れ防止対策連絡会議設
置要綱
千葉県天然ガス自動車普及
推進協議会議設置要領

「人間と野生鹿の共存できる社会」を達成することを目
的として、野生鹿の動向及び被害等の諸問題について協
議を行う。
生活排水対策重点地域を有する市町村が生活排水対策推
進計画を策定し推進するために必要な県及び市町村の情
報交換、流域内市町村の調整を図る。
木戸川及び支川の水質と環境を保全し、清潔な河川とし
て維持するため必要な対策を協議し所要事業を行うとと
もに住民の意識高揚を図る
　「人間と野生猿の共存できる社会」を達成することを
目的として、野生猿の動向及び被害等の協議を行う。
千葉県における自動車交通公害防止計画の推進等につい
て広く意見を聴取する。

行徳内陸性湿地再整備の諸対策を総合的見地から協議
し、再整備の円滑な推進を図る。

製造業者、流通業者、消費者、行政、資源再生業者が一
体となって、県民自らが地球環境の保全及び増大する廃
棄物の適正処理に対する認識を深め、ごみの減量化や資
源の有効利用の促進を図るなど身近な取り組みを通して
より快適で住みよい地球環境作りを進めることを目的と
する。
物流対策の中心的施策であるモーダルシフトの実施方策
の検討を行う。

家電製品、自動車用エアコン、冷凍空調機等に使用され
ているフロンの適正な回収及び処理等の推進を図る。
県立九十九里自然公園車両乗入れ規制における効果的な
乗入れ防止対策の推進を図る。

天然ガス自動車の普及を促進するため、県、市町村、関
係団体が連携をとりながら普及方策・計画等を検討し、
各種施策を推進する。

委員　15名
（県、学識経験者、関係市町、関係
団体）
県
関係市町村

関係８市町村
県
関係団体
委員　15名
（県、学識経験者、関係市町、関係
団体）
県
学識経験者
国の関係機関
市町村代表
関係団体
委員　11名
（県、学識経験者、自然保護団体、
市川市、県）
県
市・市町村団体
消費者団体
事業者団体
関係団体等

県
関係市町村
関係団体
県
大気汚染防止法政令市
関係団体等
県関係課長等　　８名
関係市町村　　　13名

県
関係市町村
関係団体

（ウ）県庁内の協議機関

名　　　　　称 設置年月日 設置の根拠 所　　掌　　事　　務（目　　的） 構　　　　　成

千葉県公害問題協議会

千葉県産業廃棄物連絡協議
会
千葉県家庭雑排水対策協議
会
合成洗剤対策連絡会

美しいふるさとづくり運動
推進連絡会議

地下水汚染対策連絡会

千葉県廃棄物処理施設設置
等協議会
産業廃棄物不法投棄防止対
策連絡会議

千葉県化学物質環境保全対
策連絡会議

千葉県地球環境問題連絡会
議
ふるさと千葉アメニティプ
ラン推進連絡会議

自然公園等における建築物
対策協議会

千葉県湖沼水質保全計画等
推進連絡会議

40. 6.  4

45. 12. 17

53. 9. 22

55. 11. 26

58. 4.  1

59. 11. 22

61. 7.  1

63. 2. 20

元．５．20

2. 5. 14

2. 6. 21

2. 9.  1

2. 9. 11

千葉県公害問題協議会規則
千葉県産業廃棄物連絡協議
会要綱
千葉県家庭雑排水対策協議
会設置要綱
合成洗剤対策連絡会運営要
領
楽しいふるさとづくり運動
推進連絡会議設置要領

地下水汚染対策連絡会設置
要領
千葉県廃棄物処理施設設置
等協議会要領
産業廃棄物不法投棄防止対
策連絡会議設置要綱

千葉県化学物質環境保全対
策連絡会議設置要領

千葉県地球環境問題連絡会
議設置要綱
ふるさと千葉アメニティプ
ラン推進連絡会議設置要綱
千葉県自然公園等におけ
る建築物建設に係る指導
要綱
千葉県湖沼水質保全計画等
推進連絡会議設置要領

県における公害に関する事務の総合調整

産業廃棄物の調査並びにに処理計画の確立に関するこ
と。
家庭雑排水による環境汚染を防止し、排水処理に関する
計画策定及び事業化を推進する。
合成洗剤対策の総合的な推進を図る。

美しいふるさとづくり運動を一体的かつ円滑に推進す
る。

地下水汚染を防止するため、関係部局相互の連絡調整を
図り総合的な対策を推進する。
廃棄物処理施設の設置等の計画について適正な指導を期
するため、調査審査する。
産業廃棄物の不法投棄防止対策に関し関係部局相互の緊
密な連絡調整を図り、迅速かつ適切な対策を推進する。
化学物質に係る環境問題について、各部局相互の緊密な
連絡調整を図り、公害の未然防止と良好な環境の保全の
ための総合的な対策を協議し、推進する。
地球的規模の環境問題に対し、県としての取組を検討す
る。
ふるさと千葉アメニティプラン推進のための連絡・調
整。

千葉県自然公園における建築物建設に係る指導要綱に基
づき、事前協議に係る事項の審査及び調整等を行う。

湖沼の水質浄化を図るため、湖沼水質保計画等の策定及
び推進を図る。

関係部長               ９名
関係課長（所）　　　　　29名
委員（関係課長）　      30名

委員（関係課長）　      17名

関係課長　             28名

委員（関係部長等）　    11名
幹事（関係課長）　      16名

関係課長　             ９名

関係課長等　           28名

関係課長　             22名

委員（関係課長）　      14名

委員（関係部局長）　    15名
幹事（関係課室長）　    32名
関係課長　             32名

委員（関係課長）　      24名

県関係課長　           13名
市町村　　　           19名
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名　　　　　称 設置年月日 設置の根拠 所　　掌　　事　　務（目　　的） 構　　　　　成

千葉県バイオテクノロジー
環境保全対策連絡会議

千葉県ヤマビル等被害対策
会議

千葉県酸性雨等対策検討会
議

千葉県環境学習推進連絡会
議
県行政機関等廃棄物減量
化・再資源化推進協議会

ダイオキシン類等問題連絡
会議

3. 8. 30

9. 2.  5

5. 1. 14

5. 1. 18

6. 1. 26

9． 6．  9

千葉県バイオテクノロジー
環境保全対策連絡会議設置
運営要綱
千葉県ヤマビル等被害対策
会議設置要領

千葉県酸性雨等対策検討会
議設置要綱

千葉県環境学習推進連絡会
議設置要綱
県行政機関等廃棄物減量
化・再資源化推進協議会設
置要綱
ダイオキシン類等問題連絡
会議設置要綱

バイオテクノロジーに係る環境問題について、各部局相
互の連絡調整を図り、公害未然防止と良好な環境の保全
のため総合的な対策を協議し、推進する。
ヤマビル・マダニ被害の軽減を図るため、県庁関係機関
が行う調査研究等を効果的に進めるとともに、駆除実行
体制の整備を図ることを目的として必要な協議を行う。
酸性雨や乾性降下物による影響が将来懸念されることか
ら、県が取り組むべき酸性雨に関する各種調査及び施策
を検討する。
千葉県における環境学習施策を総合的かつ効果的に推進
する。
県行政機関等の事務・事業に係る廃棄物の発生抑制、再
利用及び資源化並びに再生品の利用推進について協議す
る。
ダイオキシン類等及び環境ホルモンに係る情報交換と施
策の検討を行う

委員（関係課長）　     17名

委員（関係課長）　     18名

委員　16名（関係課（室、所、場）
長）

関係課長、室長　      23名

委員（庁内課・室長）　 63名

関係課長　　　　　 　 27名


